
表 1　アンケート、および街区調査内容

表 2　分析対象者概要

年度 12～40 41～55 56～70 71～ 0～15 16～30 31～45 46～60 61～
1996 64 38 26 7 10 26 16 4 4 22 18 10
2012 62 27 35 2 11 21 29 9 2 10 19 23
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図 1　戦災消失区域プロット図

１．はじめに

１－１．研究に背景と目的

　本研究は、東京の歴史的市街地の、主に地割にお

いて、歴史的な連続性を保つ地区の分析・考察をも

とに、今後の地域文化を継承する都心居住の計画設

計手法の構築を行うことを目的としている。江戸時

代に形成され、庶民の生活の中心となっていた下町

の都市構造は、明治時代の急速な近代化、大正時代

の関東大震災、昭和の第二次世界大戦、戦後の高度

経済成長、さらに防災等の観点からの木造密集市街

地の再開発、などの影響によって、その変容過程が

時系列上の連続性を持たないまま繰り返されてきた。

市街地構造における成長もしくは衰退、および空間

構成における変容の連続性もしくは断続性を歴史的

な観点から読み取ることにより、東京の歴史的市街

地における、地域文化を継承する都心居住の計画設

計手法の構築が可能となると考える。

　本研究の対象地域は、文献調査＊1）をもとに①関東

大震災による被害地域、②関東大震災直後に土地区画

整理を行った地域、③宅地開発指定を受けた地域、④

戦災焼失区域、これらの被害から逃れた東上野、築地、

佃、月島地区とする。本研究においては、これらの

地区を東京における歴史的市街地と定義した。この

うち、④をプロットしたものが図 1である。

１－２．既往研究と本稿の位置づけ

　これまでの東京の歴史的市街地の都心居住に関す

る研究として、東上野、築地、佃、月島地区それぞ

れの居住者を類型化し、生活領域の居住環境と生活
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の様態との関連性について考察をおこなった１）２）３）４）５）。

　さらに、この 4地区を 1996 年と 2012 年とで比較・

考察し、空間構成の変容過程を明らかにした６）７）。

　これに対し本稿では、東上野地区の現地調査から

得られたデータを用いて、多変量解析をおこなう。

東上野地区における物理的な環境と居住者の環境認

知との構成の相関を考察し、1996 年と 2012 年の間に

おける都心居住の空間構成の変容とその要因を、事

例の街区を取りあげ、把握することを目的とする。

２．調査概要

２－１．調査期間

　第１期：1996 年 6 月 18 日～ 7月 2日

　第２期：2012 年 7 月 28 日～ 8月 19 日

２－２．調査方法

　現地調査は、1/ 200 の白地図＊２) とアンケート記入

用紙とを使用し、圏域図示法＊３）によるアンケート、

およびアンケート被験者（以下、調査対象者）の居

住する街区における、物理的な街区調査をおこなっ

た。調査対象者は中学生以上の地域住民とする。白

地図は調査対象者に記入してもらった、一方、アン

ケート記入用紙は、調査対象者の回答をもとに、調

査員が記入した。得られたサンプルのうち、木造住

宅に 3年以上居住している住民（1996 年：64 人、

2012 年：62 人）を分析対象者（以下、居住者）とした。

アンケート内容、および街区調査内容を表 1、分析対

象者概要を表 2に示す。

２－３．調査対象地区

　対象地区は、東上野3丁目20～39番地とした（図2）。

３．1996－2012 年の間における物理的環境の変化

３－１．建物の用途、および用途の割合

　1996 年と 2012 年との調査対象地区における、建物

の用途を比較し、この 18 年間に建て替え・新築、お

よび用途変更がおこなわれた箇所を図 2に示した。

図 3は調査期間における用途の割合の変化を示した

ものである。調査対象地区は、主に戸建、共同住宅、

飲食店、事務所、商店、空き家、に建物用途が変化

している。調査期間において、割合が増加した用途は、

共同住宅と空き家であった。

３－２．路地の構成

　1996 年と 2012 年との調査対象地区における路地の

構成を比較し、この 18 年間で残存もしくは消失した

路地を図４に示した。路地の変化を図４に示し、建

物の用途の変化との関係性について考察する。

　調査対象地区における路地の構成は、主にＩ字型、

Ｌ字型、Ｔ字型、袋小路型に分けられる。1996 年と

2012 年の間に消失した路地は、30 番地の袋小路型、

37 番地のＬ字型、39 番地のＴ字型の一部、である。

そのうち、建物の変化により消失したものは 30 番地

の袋小路型、37 番地のＬ字型、の路地であった。

５．1996－2012 年の間における環境認知の変化 

５－１．居住者の心理的影響の要因

　東上野地区における環境の変化が、居住者に与え

る心理的な影響について考察するため、数量化Ⅲ類

によって共通因子軸として抽出をおこなった。分析

に用いた、アンケートから得られた個人データを 24

アイテム 96 カテゴリーに分類し、表 3に示し、分析

結果より得たカテゴリーの関係を表 4に示した。

　居住者の心理的影響の要因として第1軸は路地エッ

ジ数やビル占有率での物理的な変化に起因している

ため「居住街区の物理的環境」、第 2軸は環境改変意

思の度合いに起因しているため「居住環境への関心
度」、第 3軸は非日常の路地使用の有無に起因してい

るため「近隣コミュニティの濃淡」、であると解釈し

た ( 表 5、図 5)。

５－２．居住者の認知特性の類型化

　東上野地区での心理的影響の類似している居住者

を類型化し、認知特性を把握するため、数量化Ⅲ類

の結果から得られた居住者のサンプルスコアを用い

て、クラスター分析 (ウォード法注4)) を行った (図

6)。クラスター分析樹形図を用いて、東上野地区は

1996 年と 2012 年共に 6類型に類型化された。このと

き、居住者サンプルの類型は、番地ごとにまとまり

を持つことがわかった。

５－３．居住者の認知特性と路地との関係性

　以上の分析から、調査期間における類型の変化に

ついて番地単位に焦点をあてる。ここでは事例の番

地を 2つ取りあげ、居住者の認知特性と路地との関

係性について詳しくみていく。事例として取りあげ

る居住街区の番地は、表 6において赤字で示した。

図 7は、調査期間における番地単位の類型と路地の

変化における相関を示したものである。

　・25 番地（矢印 1）では、開発はなされていなく、

周辺の番地と比べ路地の残存率が高いことが特徴的

である。図 7において、歴史的低層への認識は高まっ

ている、これは 25 番地におけるビル占有率が低下し

たためである。また、居住環境への関心度は向上し

ている、これは居住者が環境改変意思において改変

を試みている居住者が増えているためで、1996 年よ

りも 2012 年の居住者の方が環境改変の意思があるこ

とがわかる。また、近隣コミュニティはやや積極的

になった、これは、非日常の路地の使用がありと回

答した居住者が 2012 年の方が多いためである。

　・30 番地（矢印 2）では、4階建ての共同住宅の新

築によって、路地が消失していることが特徴的であ

る。図 9において、1996 年において開発的高層であっ

たが、2012 年では歴史的低層への認識が高まってい

る。また、居住環境への関心度は低下した、これは

環境改変意思において現状に満足していると回答し

た居住者が多いためで、1996 年よりも 2012 年の居住

者の方が環境改変の意思がないことがわかる。また、

非日常の路地使用がありと回答した居住者が無かっ

たことから、近隣コミュニティはやや消極的になっ

たといえる。

５－４．居住者の認知領域と路地との関係性

　表 7は、事例の各番地における「近隣付き合い」と

「日常生活」との認知領域を示したものであり、表8は、

「日常生活」における認知領域の、範囲づけの理由を

まとめたものである。

　・路地を多く残存する 25 番地では、調査期間にお

いて、「近隣付き合い」の認知領域は収縮しており、

一方、「日常生活」の認知領域は広がりをみせている。

　・路地が消失した 30 番地では、調査期間において、

「近隣付き合い」の認知領域は広がりをみせており、

一方、「日常生活」の認知領域は分散している。

　各番地の「日常生活」における範囲は、どちらも

調査期間において「買い物」による要因が大きいこ

とがわかる。

６．まとめ

　以上の分析考察により、東上野地区における物理

的な環境と居住者の環境認知との相関について以下

の結果が得られた。

①調査期間における対象地区での建物用途の変化は

共同住宅と空き家の増加が多く見られ、その影響に

よる路地の消失は２箇所であった。

②路地の消失は、非日常の路地使用を制限させるも

のであり、歴史的に形成されてきた都心居住の構成

を失っていると考えられる。

③一方、路地を多く残存する 25 番地において、居住

者は環境改善を試みている、と回答した居住者が出

てきていることから周辺環境への関心度が高いこと

がわかった。また、非日常の路地使用あり、と回答

した居住者が多いことから、近隣コミュニティがや

や積極的になっていることがわかった。

④路地の消失は、居住者の「近隣付き合い」の範囲

を広げ、「日常生活」の範囲を分散させるなど、居住

者の認知領域に変化を与える、ひとつの要因となる

と考える。

　以上のように、東上野地区における都心居住の空

間構成の変容とその要因を、居住者の認知特性と路

地とのそれぞれの相関をもとに明らかにした。

　以後、東上野地区以外の 3地区である、築地、佃、

月島地区における分析・考察をおこない、4地区の特

性を明らかにし、引きつづき東京の歴史的市街地の

空間構成の変容と、その要因を明らかにする予定で

ある。
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図 3　調査対象地区における建物の用途の割合

図 2　1996-2012 年の建て替え・新築、および用途変更

表 3　アイテムカテゴリー表

図 4　1996-2012 年の路地の変化
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1996 年と 2012 年共に 6類型に類型化された。このと

き、居住者サンプルの類型は、番地ごとにまとまり

を持つことがわかった。

５－３．居住者の認知特性と路地との関係性

　以上の分析から、調査期間における類型の変化に

ついて番地単位に焦点をあてる。ここでは事例の番

地を 2つ取りあげ、居住者の認知特性と路地との関

係性について詳しくみていく。事例として取りあげ

る居住街区の番地は、表 6において赤字で示した。

図 7は、調査期間における番地単位の類型と路地の

変化における相関を示したものである。

　・25 番地（矢印 1）では、開発はなされていなく、

周辺の番地と比べ路地の残存率が高いことが特徴的

である。図 7において、歴史的低層への認識は高まっ

ている、これは 25 番地におけるビル占有率が低下し

たためである。また、居住環境への関心度は向上し

ている、これは居住者が環境改変意思において改変

を試みている居住者が増えているためで、1996 年よ

りも 2012 年の居住者の方が環境改変の意思があるこ

とがわかる。また、近隣コミュニティはやや積極的

になった、これは、非日常の路地の使用がありと回

答した居住者が 2012 年の方が多いためである。

　・30 番地（矢印 2）では、4階建ての共同住宅の新

築によって、路地が消失していることが特徴的であ

る。図 9において、1996 年において開発的高層であっ

たが、2012 年では歴史的低層への認識が高まってい

る。また、居住環境への関心度は低下した、これは

環境改変意思において現状に満足していると回答し

た居住者が多いためで、1996 年よりも 2012 年の居住

者の方が環境改変の意思がないことがわかる。また、

非日常の路地使用がありと回答した居住者が無かっ

たことから、近隣コミュニティはやや消極的になっ

たといえる。

５－４．居住者の認知領域と路地との関係性

　表 7は、事例の各番地における「近隣付き合い」と

「日常生活」との認知領域を示したものであり、表8は、

「日常生活」における認知領域の、範囲づけの理由を

まとめたものである。

　・路地を多く残存する 25 番地では、調査期間にお

いて、「近隣付き合い」の認知領域は収縮しており、

一方、「日常生活」の認知領域は広がりをみせている。

　・路地が消失した 30 番地では、調査期間において、

「近隣付き合い」の認知領域は広がりをみせており、

一方、「日常生活」の認知領域は分散している。

　各番地の「日常生活」における範囲は、どちらも

調査期間において「買い物」による要因が大きいこ

とがわかる。

６．まとめ

　以上の分析考察により、東上野地区における物理

的な環境と居住者の環境認知との相関について以下

の結果が得られた。

①調査期間における対象地区での建物用途の変化は

共同住宅と空き家の増加が多く見られ、その影響に

よる路地の消失は２箇所であった。

②路地の消失は、非日常の路地使用を制限させるも

のであり、歴史的に形成されてきた都心居住の構成

を失っていると考えられる。

③一方、路地を多く残存する 25 番地において、居住

者は環境改善を試みている、と回答した居住者が出

てきていることから周辺環境への関心度が高いこと

がわかった。また、非日常の路地使用あり、と回答

した居住者が多いことから、近隣コミュニティがや

や積極的になっていることがわかった。

④路地の消失は、居住者の「近隣付き合い」の範囲

を広げ、「日常生活」の範囲を分散させるなど、居住

者の認知領域に変化を与える、ひとつの要因となる

と考える。

　以上のように、東上野地区における都心居住の空

間構成の変容とその要因を、居住者の認知特性と路

地とのそれぞれの相関をもとに明らかにした。

　以後、東上野地区以外の 3地区である、築地、佃、

月島地区における分析・考察をおこない、4地区の特

性を明らかにし、引きつづき東京の歴史的市街地の

空間構成の変容と、その要因を明らかにする予定で

ある。
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図 6　クラスター分析樹形図および
サンプルスコアの類型の分類

表 4　カテゴリーウェイト表

図 5　各カテゴリープロット図と抽出因子

１．はじめに

１－１．研究に背景と目的

　本研究は、東京の歴史的市街地の、主に地割にお

いて、歴史的な連続性を保つ地区の分析・考察をも

とに、今後の地域文化を継承する都心居住の計画設

計手法の構築を行うことを目的としている。江戸時

代に形成され、庶民の生活の中心となっていた下町

の都市構造は、明治時代の急速な近代化、大正時代

の関東大震災、昭和の第二次世界大戦、戦後の高度

経済成長、さらに防災等の観点からの木造密集市街

地の再開発、などの影響によって、その変容過程が

時系列上の連続性を持たないまま繰り返されてきた。

市街地構造における成長もしくは衰退、および空間

構成における変容の連続性もしくは断続性を歴史的

な観点から読み取ることにより、東京の歴史的市街

地における、地域文化を継承する都心居住の計画設

計手法の構築が可能となると考える。

　本研究の対象地域は、文献調査＊1）をもとに①関東

大震災による被害地域、②関東大震災直後に土地区画

整理を行った地域、③宅地開発指定を受けた地域、④

戦災焼失区域、これらの被害から逃れた東上野、築地、

佃、月島地区とする。本研究においては、これらの

地区を東京における歴史的市街地と定義した。この

うち、④をプロットしたものが図 1である。

１－２．既往研究と本稿の位置づけ

　これまでの東京の歴史的市街地の都心居住に関す

る研究として、東上野、築地、佃、月島地区それぞ

れの居住者を類型化し、生活領域の居住環境と生活

の様態との関連性について考察をおこなった１）２）３）４）５）。

　さらに、この 4地区を 1996 年と 2012 年とで比較・

考察し、空間構成の変容過程を明らかにした６）７）。

　これに対し本稿では、東上野地区の現地調査から

得られたデータを用いて、多変量解析をおこなう。

東上野地区における物理的な環境と居住者の環境認

知との構成の相関を考察し、1996 年と 2012 年の間に

おける都心居住の空間構成の変容とその要因を、事

例の街区を取りあげ、把握することを目的とする。

２．調査概要

２－１．調査期間

　第１期：1996 年 6 月 18 日～ 7月 2日

　第２期：2012 年 7 月 28 日～ 8月 19 日

２－２．調査方法

　現地調査は、1/ 200 の白地図＊２) とアンケート記入

用紙とを使用し、圏域図示法＊３）によるアンケート、

およびアンケート被験者（以下、調査対象者）の居

住する街区における、物理的な街区調査をおこなっ

た。調査対象者は中学生以上の地域住民とする。白

地図は調査対象者に記入してもらった、一方、アン

ケート記入用紙は、調査対象者の回答をもとに、調

査員が記入した。得られたサンプルのうち、木造住

宅に 3年以上居住している住民（1996 年：64 人、

2012 年：62 人）を分析対象者（以下、居住者）とした。

アンケート内容、および街区調査内容を表 1、分析対

象者概要を表 2に示す。

２－３．調査対象地区

　対象地区は、東上野3丁目20～39番地とした（図2）。

３．1996－2012 年の間における物理的環境の変化

３－１．建物の用途、および用途の割合

　1996 年と 2012 年との調査対象地区における、建物

の用途を比較し、この 18 年間に建て替え・新築、お

よび用途変更がおこなわれた箇所を図 2に示した。

図 3は調査期間における用途の割合の変化を示した

ものである。調査対象地区は、主に戸建、共同住宅、

飲食店、事務所、商店、空き家、に建物用途が変化

している。調査期間において、割合が増加した用途は、

共同住宅と空き家であった。

３－２．路地の構成

　1996 年と 2012 年との調査対象地区における路地の

構成を比較し、この 18 年間で残存もしくは消失した

路地を図４に示した。路地の変化を図４に示し、建

物の用途の変化との関係性について考察する。

　調査対象地区における路地の構成は、主にＩ字型、

Ｌ字型、Ｔ字型、袋小路型に分けられる。1996 年と

2012 年の間に消失した路地は、30 番地の袋小路型、

37 番地のＬ字型、39 番地のＴ字型の一部、である。

そのうち、建物の変化により消失したものは 30 番地

の袋小路型、37 番地のＬ字型、の路地であった。

５．1996－2012 年の間における環境認知の変化 

５－１．居住者の心理的影響の要因

　東上野地区における環境の変化が、居住者に与え

る心理的な影響について考察するため、数量化Ⅲ類

によって共通因子軸として抽出をおこなった。分析

に用いた、アンケートから得られた個人データを 24

アイテム 96 カテゴリーに分類し、表 3に示し、分析

結果より得たカテゴリーの関係を表 4に示した。

　居住者の心理的影響の要因として第1軸は路地エッ

ジ数やビル占有率での物理的な変化に起因している

ため「居住街区の物理的環境」、第 2軸は環境改変意

思の度合いに起因しているため「居住環境への関心
度」、第 3軸は非日常の路地使用の有無に起因してい

るため「近隣コミュニティの濃淡」、であると解釈し

た ( 表 5、図 5)。

５－２．居住者の認知特性の類型化

　東上野地区での心理的影響の類似している居住者

を類型化し、認知特性を把握するため、数量化Ⅲ類

の結果から得られた居住者のサンプルスコアを用い

て、クラスター分析 (ウォード法注4)) を行った (図

6)。クラスター分析樹形図を用いて、東上野地区は

1996 年と 2012 年共に 6類型に類型化された。このと

き、居住者サンプルの類型は、番地ごとにまとまり

を持つことがわかった。

５－３．居住者の認知特性と路地との関係性

　以上の分析から、調査期間における類型の変化に

ついて番地単位に焦点をあてる。ここでは事例の番

地を 2つ取りあげ、居住者の認知特性と路地との関

係性について詳しくみていく。事例として取りあげ

る居住街区の番地は、表 6において赤字で示した。

図 7は、調査期間における番地単位の類型と路地の

変化における相関を示したものである。

　・25 番地（矢印 1）では、開発はなされていなく、

周辺の番地と比べ路地の残存率が高いことが特徴的

である。図 7において、歴史的低層への認識は高まっ

ている、これは 25 番地におけるビル占有率が低下し

たためである。また、居住環境への関心度は向上し

ている、これは居住者が環境改変意思において改変

を試みている居住者が増えているためで、1996 年よ

りも 2012 年の居住者の方が環境改変の意思があるこ

とがわかる。また、近隣コミュニティはやや積極的

になった、これは、非日常の路地の使用がありと回

答した居住者が 2012 年の方が多いためである。

　・30 番地（矢印 2）では、4階建ての共同住宅の新

築によって、路地が消失していることが特徴的であ

る。図 9において、1996 年において開発的高層であっ

たが、2012 年では歴史的低層への認識が高まってい

る。また、居住環境への関心度は低下した、これは

環境改変意思において現状に満足していると回答し

た居住者が多いためで、1996 年よりも 2012 年の居住

者の方が環境改変の意思がないことがわかる。また、

非日常の路地使用がありと回答した居住者が無かっ

たことから、近隣コミュニティはやや消極的になっ

たといえる。

５－４．居住者の認知領域と路地との関係性

　表 7は、事例の各番地における「近隣付き合い」と

「日常生活」との認知領域を示したものであり、表8は、

「日常生活」における認知領域の、範囲づけの理由を

まとめたものである。

　・路地を多く残存する 25 番地では、調査期間にお

いて、「近隣付き合い」の認知領域は収縮しており、

一方、「日常生活」の認知領域は広がりをみせている。

　・路地が消失した 30 番地では、調査期間において、

「近隣付き合い」の認知領域は広がりをみせており、

一方、「日常生活」の認知領域は分散している。

　各番地の「日常生活」における範囲は、どちらも

調査期間において「買い物」による要因が大きいこ

とがわかる。

６．まとめ

　以上の分析考察により、東上野地区における物理

的な環境と居住者の環境認知との相関について以下

の結果が得られた。

①調査期間における対象地区での建物用途の変化は

共同住宅と空き家の増加が多く見られ、その影響に

よる路地の消失は２箇所であった。

②路地の消失は、非日常の路地使用を制限させるも

のであり、歴史的に形成されてきた都心居住の構成

を失っていると考えられる。

③一方、路地を多く残存する 25 番地において、居住

者は環境改善を試みている、と回答した居住者が出

てきていることから周辺環境への関心度が高いこと

がわかった。また、非日常の路地使用あり、と回答

した居住者が多いことから、近隣コミュニティがや

や積極的になっていることがわかった。

④路地の消失は、居住者の「近隣付き合い」の範囲

を広げ、「日常生活」の範囲を分散させるなど、居住

者の認知領域に変化を与える、ひとつの要因となる

と考える。

　以上のように、東上野地区における都心居住の空

間構成の変容とその要因を、居住者の認知特性と路

地とのそれぞれの相関をもとに明らかにした。

　以後、東上野地区以外の 3地区である、築地、佃、

月島地区における分析・考察をおこない、4地区の特

性を明らかにし、引きつづき東京の歴史的市街地の

空間構成の変容と、その要因を明らかにする予定で

ある。

注 4)　ウォード法：この方法は、クラスター内のデータの平方和を最小にするように考慮した方法であり、異なるサンプルデータの類型化を限
　　　りなく最小限のまとまりに抑えようとしたものである。

表 5　数量化Ⅲ類　各因子軸まとめ

図 7　各番地の類型と路地との変化

表 6　居住街区の類型変化
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１．はじめに

１－１．研究に背景と目的

　本研究は、東京の歴史的市街地の、主に地割にお

いて、歴史的な連続性を保つ地区の分析・考察をも

とに、今後の地域文化を継承する都心居住の計画設

計手法の構築を行うことを目的としている。江戸時

代に形成され、庶民の生活の中心となっていた下町

の都市構造は、明治時代の急速な近代化、大正時代

の関東大震災、昭和の第二次世界大戦、戦後の高度

経済成長、さらに防災等の観点からの木造密集市街

地の再開発、などの影響によって、その変容過程が

時系列上の連続性を持たないまま繰り返されてきた。

市街地構造における成長もしくは衰退、および空間

構成における変容の連続性もしくは断続性を歴史的

な観点から読み取ることにより、東京の歴史的市街

地における、地域文化を継承する都心居住の計画設

計手法の構築が可能となると考える。

　本研究の対象地域は、文献調査＊1）をもとに①関東

大震災による被害地域、②関東大震災直後に土地区画

整理を行った地域、③宅地開発指定を受けた地域、④

戦災焼失区域、これらの被害から逃れた東上野、築地、

佃、月島地区とする。本研究においては、これらの

地区を東京における歴史的市街地と定義した。この

うち、④をプロットしたものが図 1である。

１－２．既往研究と本稿の位置づけ

　これまでの東京の歴史的市街地の都心居住に関す

る研究として、東上野、築地、佃、月島地区それぞ

れの居住者を類型化し、生活領域の居住環境と生活

の様態との関連性について考察をおこなった１）２）３）４）５）。

　さらに、この 4地区を 1996 年と 2012 年とで比較・

考察し、空間構成の変容過程を明らかにした６）７）。

　これに対し本稿では、東上野地区の現地調査から

得られたデータを用いて、多変量解析をおこなう。

東上野地区における物理的な環境と居住者の環境認

知との構成の相関を考察し、1996 年と 2012 年の間に

おける都心居住の空間構成の変容とその要因を、事

例の街区を取りあげ、把握することを目的とする。

２．調査概要

２－１．調査期間

　第１期：1996 年 6 月 18 日～ 7月 2日

　第２期：2012 年 7 月 28 日～ 8月 19 日

２－２．調査方法

　現地調査は、1/ 200 の白地図＊２) とアンケート記入

用紙とを使用し、圏域図示法＊３）によるアンケート、

およびアンケート被験者（以下、調査対象者）の居

住する街区における、物理的な街区調査をおこなっ

た。調査対象者は中学生以上の地域住民とする。白

地図は調査対象者に記入してもらった、一方、アン

ケート記入用紙は、調査対象者の回答をもとに、調

査員が記入した。得られたサンプルのうち、木造住

宅に 3年以上居住している住民（1996 年：64 人、

2012 年：62 人）を分析対象者（以下、居住者）とした。

アンケート内容、および街区調査内容を表 1、分析対

象者概要を表 2に示す。

２－３．調査対象地区

　対象地区は、東上野3丁目20～39番地とした（図2）。

３．1996－2012 年の間における物理的環境の変化

３－１．建物の用途、および用途の割合

　1996 年と 2012 年との調査対象地区における、建物

の用途を比較し、この 18 年間に建て替え・新築、お

よび用途変更がおこなわれた箇所を図 2に示した。

図 3は調査期間における用途の割合の変化を示した

ものである。調査対象地区は、主に戸建、共同住宅、

飲食店、事務所、商店、空き家、に建物用途が変化

している。調査期間において、割合が増加した用途は、

共同住宅と空き家であった。

３－２．路地の構成

　1996 年と 2012 年との調査対象地区における路地の

構成を比較し、この 18 年間で残存もしくは消失した

路地を図４に示した。路地の変化を図４に示し、建

物の用途の変化との関係性について考察する。

　調査対象地区における路地の構成は、主にＩ字型、

Ｌ字型、Ｔ字型、袋小路型に分けられる。1996 年と

2012 年の間に消失した路地は、30 番地の袋小路型、

37 番地のＬ字型、39 番地のＴ字型の一部、である。

そのうち、建物の変化により消失したものは 30 番地

の袋小路型、37 番地のＬ字型、の路地であった。

５．1996－2012 年の間における環境認知の変化 

５－１．居住者の心理的影響の要因

　東上野地区における環境の変化が、居住者に与え

る心理的な影響について考察するため、数量化Ⅲ類

によって共通因子軸として抽出をおこなった。分析

に用いた、アンケートから得られた個人データを 24

アイテム 96 カテゴリーに分類し、表 3に示し、分析

結果より得たカテゴリーの関係を表 4に示した。

　居住者の心理的影響の要因として第1軸は路地エッ

ジ数やビル占有率での物理的な変化に起因している

ため「居住街区の物理的環境」、第 2軸は環境改変意

思の度合いに起因しているため「居住環境への関心
度」、第 3軸は非日常の路地使用の有無に起因してい

るため「近隣コミュニティの濃淡」、であると解釈し

た ( 表 5、図 5)。

５－２．居住者の認知特性の類型化

　東上野地区での心理的影響の類似している居住者

を類型化し、認知特性を把握するため、数量化Ⅲ類

の結果から得られた居住者のサンプルスコアを用い

て、クラスター分析 (ウォード法注4)) を行った (図

6)。クラスター分析樹形図を用いて、東上野地区は

1996 年と 2012 年共に 6類型に類型化された。このと

き、居住者サンプルの類型は、番地ごとにまとまり

を持つことがわかった。

５－３．居住者の認知特性と路地との関係性

　以上の分析から、調査期間における類型の変化に

ついて番地単位に焦点をあてる。ここでは事例の番

地を 2つ取りあげ、居住者の認知特性と路地との関

係性について詳しくみていく。事例として取りあげ

る居住街区の番地は、表 6において赤字で示した。

図 7は、調査期間における番地単位の類型と路地の

変化における相関を示したものである。

　・25 番地（矢印 1）では、開発はなされていなく、

周辺の番地と比べ路地の残存率が高いことが特徴的

である。図 7において、歴史的低層への認識は高まっ

ている、これは 25 番地におけるビル占有率が低下し

たためである。また、居住環境への関心度は向上し

ている、これは居住者が環境改変意思において改変

を試みている居住者が増えているためで、1996 年よ

りも 2012 年の居住者の方が環境改変の意思があるこ

とがわかる。また、近隣コミュニティはやや積極的

になった、これは、非日常の路地の使用がありと回

答した居住者が 2012 年の方が多いためである。

　・30 番地（矢印 2）では、4階建ての共同住宅の新

築によって、路地が消失していることが特徴的であ

る。図 9において、1996 年において開発的高層であっ

たが、2012 年では歴史的低層への認識が高まってい

る。また、居住環境への関心度は低下した、これは

環境改変意思において現状に満足していると回答し

た居住者が多いためで、1996 年よりも 2012 年の居住

者の方が環境改変の意思がないことがわかる。また、

非日常の路地使用がありと回答した居住者が無かっ

たことから、近隣コミュニティはやや消極的になっ

たといえる。

５－４．居住者の認知領域と路地との関係性

　表 7は、事例の各番地における「近隣付き合い」と

「日常生活」との認知領域を示したものであり、表8は、

「日常生活」における認知領域の、範囲づけの理由を

まとめたものである。

　・路地を多く残存する 25 番地では、調査期間にお

いて、「近隣付き合い」の認知領域は収縮しており、

一方、「日常生活」の認知領域は広がりをみせている。

　・路地が消失した 30 番地では、調査期間において、

「近隣付き合い」の認知領域は広がりをみせており、

一方、「日常生活」の認知領域は分散している。

　各番地の「日常生活」における範囲は、どちらも

調査期間において「買い物」による要因が大きいこ

とがわかる。

６．まとめ

　以上の分析考察により、東上野地区における物理

的な環境と居住者の環境認知との相関について以下

の結果が得られた。

①調査期間における対象地区での建物用途の変化は

共同住宅と空き家の増加が多く見られ、その影響に

よる路地の消失は２箇所であった。

②路地の消失は、非日常の路地使用を制限させるも

のであり、歴史的に形成されてきた都心居住の構成

を失っていると考えられる。

③一方、路地を多く残存する 25 番地において、居住

者は環境改善を試みている、と回答した居住者が出

てきていることから周辺環境への関心度が高いこと

がわかった。また、非日常の路地使用あり、と回答

した居住者が多いことから、近隣コミュニティがや

や積極的になっていることがわかった。

④路地の消失は、居住者の「近隣付き合い」の範囲

を広げ、「日常生活」の範囲を分散させるなど、居住

者の認知領域に変化を与える、ひとつの要因となる

と考える。

　以上のように、東上野地区における都心居住の空

間構成の変容とその要因を、居住者の認知特性と路

地とのそれぞれの相関をもとに明らかにした。

　以後、東上野地区以外の 3地区である、築地、佃、

月島地区における分析・考察をおこない、4地区の特

性を明らかにし、引きつづき東京の歴史的市街地の

空間構成の変容と、その要因を明らかにする予定で

ある。
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1位 買い物（40％）

2位 町内会（38％） 2位 仕事（30％）
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/ /
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散歩（40％）

東上野地区 1996年 2012年

3丁目25番地

3丁目30番地

表 8　「日常生活」認知領域の範囲づけ理由
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表 7　3丁目 25、30 番地の認知領域
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